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Ⅰ．緒言 

 2016年 4月 16日の熊本地震本震により熊本県内は大きな被害に見舞われた．熊本

県の農業被害は，2017 年 4 月現在で 1,777 億円に達し，今後，さらに被害額は増加

することが予測されている．地震による田畑の被害は，主に地割れ，断裁，不陸や水

路遮断による水稲作不能などであり，現在も，阿蘇市では地割れ修理のための基盤整

備のため作付け不能などの被害が続いている． 

本研究では，熊本地震が中山間地農業に及ぼす影響，特に阿蘇地域における水田，

畑，牧野の被害状況を把握すること．さらに，熊本地震が地下水の水位や水質に及ぼ

す影響を明らかにすることを目的として実施した．また，農家が地震の被害にどのよ

うに対処したか，今後の対応計画も含めて調査し，熊本地震からの創造的復興策の一

環として中山間地農業の再構築案を取りまとめることも目的として実施した． 

 

Ⅱ．結果および考察 

図１は，熊本地震による中山間地の被害状況を示している．南阿蘇村では，水源地

の水が干上がったり，阿蘇市の水田では大きくひび割れが生じるなどの被害が見られ，

作付け放棄など 2016 年度は作付けができない水田が多い状況であった．被害の大き

かった阿蘇市の水田を除き 2017 年度には，南阿蘇村，高森町の多くの水田で作付け

が可能な状況まだ回復している．阿蘇地域では，用水路の破断や用水施設の破壊，水

田の液状化や亀裂などにより田植えを断念した農家も多く，大豆や飼料作物の栽培に

切り替えたが同地域における標準的な生産量は得られない農家も多かった．また，阿

蘇地域の畜産業は，直後から多くの牧場で家畜用水の供給に困難をきたした． 

 



図２は，菊池、泗水、合志、大津、菊陽の 5 地点(熊本県観測)における 2016 年 4

月から 2017年 3月の地下水位を示している．これらの地点の地下水位変化の特徴を

見ると，4 月 16 日の本震時に菊池，泗水では地下水位上昇があり，その他の 3 地点

では地下水位が低下したこと，地震後，地下水位の異常な上昇があったことがわかっ

た．また，年間では地下水位は上昇していたことも確認された．本研究により，地震

による強烈な揺れは，地下水位に影響を及ぼしたことが明らかになった． 

 
図３は，未だ復旧が後回しとなっている阿蘇地域の牧野の被害状況（山体崩壊，牧

道崩落，地割れ，段差，放牧停止，野焼き停止）ならびに放牧状況を示している．地

震直後は，南阿蘇村で野焼き面積の 36.1%に当たる 557ha，阿蘇市で 6.9％にあたる

614haで野焼きができなかった．これは，牧野内の牧道が地震により大きな被害を受

けているためであり，南阿蘇村の多くの牧道は現在も復旧せず，今後数年間は野焼き

は不可能な状況にあることが予測された． 特に南阿蘇村の牧野の被害が大きく放牧

農家の廃業，放牧停止および被害の少ない牧野に放牧が集中する傾向が見られた．高

森町の牧野では牧野によっては放牧牛の密度が 1.5~2 倍に上昇しているもようであ

る．また，阿蘇市では，旧一の宮町の牧野で被害が大きく，一部で放牧停止，放牧面

積の縮小が見られた．外輪山上の牧野では，南阿蘇村よりの牧野で被害が見られた．

これらの状況が牧野に生息する希少な昆虫や畜産害虫にどのような影響を及ぼして

いるかについては今後とも調査を継続する予定であるが，本年度の調査から，このよ

うな放牧形態の変化は，放牧圧などの変化をもたらし，放牧牛に寄生し，様々な病気

を媒介するマダニ類の生息状況にも影響を及ぼしていることが明らかになった． 



 
被害の大きかった益城地域と阿蘇地域の農家に対して 2017 年にアンケート調査を

実施した． 益城地域における水田および畑作が主に実施されている山都町 88 世帯

は，回答者の 63％は兼業農家，37％は専業農家であり，60 代が 44％と最も多く，

50 代が 22％，40 代と 70 代が 14％，30 代と 80 代が 3％，20 代が 1％であった．

自宅の被害については，一部被害と回答した農家が 89％と最も多く，農地では「多

少の被害」とした農家が 51％，「被害なし」が 44％であった． 

復旧の程度についは「完了または 80％完了」したとする農家が 40％である一方，

「20％」または「全く完了していない」は 36％であった．営農意向としては，「拡大

したい」とする農家が 6％である一方，「やめたい」や「すでにやめた」が 6％，「縮

小したい」が 21％，「現状維持」が 67％であり，中山間地農業における問題点は地震

によりさらに深刻化を増したという印象をもった．特に縮小傾向の農家は 40～60 代

と比較的ベテランの農業従事者であるのに対して，拡大傾向の農家は 20～40 代と年

齢層が異なることが明らかになった．阿蘇地域も益城地域とほぼ同様な傾向であった

が，阿蘇地域の農家は，被害がより大きく，復旧の進行程度が遅いようであった．ま

た，両地域ともに地震後の大雨の影響も大きかった． 

 

Ⅲ．総括 

熊本地震からの創造的復興策の一環として中山間地農業の再構築案 

本研究結果から，震災から 2 年経過しても，人手不足と資材の高騰で復旧工事が

計画通り進まず，農地の被害程度，作付けの可否，収量にも格差があり，今後も将来

を見据えた熊本県の農業の復興・振興に寄り添っていく必要があると思われた．また，

熊本地震が自然環境に与えた影響は，不明な点も多く，今後，詳細に調査を継続して

いく必要があることが示唆された． 
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